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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第４期

第２四半期連結
累計期間

第５期
第２四半期連結
累計期間

第４期
第２四半期連結
会計期間

第５期
第２四半期連結
会計期間

第４期

会計期間

自  平成20年
    ９月１日
至  平成21年
    ２月28日

自  平成21年
    ９月１日
至  平成22年
    ２月28日

自  平成20年
    12月１日
至  平成21年
    ２月28日

自  平成21年
    12月１日
至  平成22年
    ２月28日

自  平成20年
    ９月１日
至  平成21年
    ８月31日

売上高 (千円) 8,921,21511,693,3174,766,3495,645,07120,848,663

経常利益又は経常損失(△) (千円) △209,109 604,355△216,683 377,708580,489

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △720,494 530,754△280,576 403,335238,553

純資産額 (千円) ― ― 2,092,0273,428,4172,997,209

総資産額 (千円) ― ― 12,226,79412,075,08911,695,292

１株当たり純資産額 (円) ― ― 68.84 223.25 185.79

１株当たり四半期(当期)
純利益又は四半期純損失(△)

(円) △91.71 59.36 △35.71 44.92 30.37

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― 48.47 ― 36.92 11.57

自己資本比率 (％) ― ― 16.7 28.1 25.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 679,8411,800,839 ― ― 1,580,863

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 261,762△295,808 ― ― 503,617

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 481,026 598,475 ― ― △1,651,310

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,764,4393,878,4841,774,978

従業員数 (名) ― ― 359 376 338

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、第４期第２四半期連結累計期間及び第４期第２四半期連

結会計期間は１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成22年２月28日現在

従業員数(名) 376　 

　

(2) 提出会社の状況

平成22年２月28日現在

従業員数(名) 74　　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当第２四半期連結会計期間における生産実績、受注実績及び販売実績を事業の種類別セグメントごと

に示すと次のとおりであります。なお、「第５　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメン

ト情報）」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントの区分を変更してお

ります。このため、前年同四半期比較については、前年同四半期実績値を変更後の区分に組み替えて行っ

ております。

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

エコリフォーム事業 1,184,430 96.4

グリーンエネルギー事業 4,119,727 161.3

その他の事業 △121,017 ─

合計 5,183,139 111.5

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、販売価格によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同四半期比(％)受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

エコリフォーム事業 1,263,758 99.8 132,922 127.1

グリーンエネルギー事業 4,302,513 165.7 1,187,156 174.3

その他の事業 △75,851 ─ ─ ─

合計 5,490,420 113.1 1,320,078 52.3

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

エコリフォーム事業 1,184,430 96.4

グリーンエネルギー事業 4,119,727 161.3

その他の事業 340,913 34.7

合計 5,645,071 118.4

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ヤマダハウジング 2,647,244 55.5 ─ ─

株式会社ヤマダ電機 ─ ─ 3,562,750 63.1

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間における我が国経済は、中国やインド等のアジア向けの輸出が大幅に増加

したことや、欧米向けの輸出も持ち直しを見せていることから、輸出企業の景況感が大幅に改善し、内需

企業や中小企業にも少しずつではあるが好影響を及ぼし始めております。

　しかしながら、１月の完全失業率は前月比0.3ポイント低下し4.9％と持ち直しの動きが見られるもの

の、雇用情勢は依然として厳しい状態が持続しているとともに、消費者の低価格志向を背景に引き続き物

価が緩やかに下落するデフレ傾向にあり、景気を下押しするリスクを払拭しきれない状況が続いており

ます。

　このような国内経済環境下において、エコリフォーム事業における断熱塗装、断熱屋根、断熱壁等省エネ

ルギー商材の販売施工が相応に推移し、また、太陽光発電システム、オール電化の企画、販売、施工を主軸

とするグリーンエネルギー事業が拡大的に進展したことから、コア事業の業績は好調裡に推移しました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間における当社グループの売上高は56億45百万円（前年同期比

18.4％増）、販売用不動産の売却損失をカバーした上で営業利益を３億72百万円（前年同期は営業損失

95百万円）、経常利益を３億77百万円（前年同期は経常損失２億16百万円）、四半期純利益を４億３百万

円（前年同期は四半期純損失２億80百万円）計上いたしました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　①　エコリフォーム事業

地域的に跛行状況が見られたものの、省エネルギー商材の施工・販売へのシフトが順調に推移する

とともに、営業経費の削減により、売上高は11億84百万円（前年同期比3.6％減）、営業利益は１億29百

万円（前年同期比56.0％増）となりました。

　②　グリーンエネルギー事業

年度末を控えて、一部地方自治体の補助金終了のマイナス要因があったものの、平成21年11月からス

タートした新たな余剰電力買取制度の浸透を販売活動に活かした効果があり、売上高は41億19百万円

（前年同期比61.3％増）、営業利益は４億70百万円（前年同期比2725.0％増）と大幅な増益となりま

した。

　③　その他の事業

戸建住宅事業、土地・建物開発事業及び土木事業は、事業を全面的に休止しておりますが、流動資産

に計上していた分譲マンションを売却処分したことにより、売上高３億40百万円（前年同期比65.3％

減）、営業損失86百万円（前年同期は営業損失35百万円）を計上いたしました。尚、これらの売却によ

り、当第２四半期の連結貸借対照表における仕掛・販売用不動産の総額は１億37百万円までに減少し、

会計上の処理も着実に進捗しております。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ、３億79百万円増加し、120億

75百万円となりました。また、負債につきましては、前連結会計年度末比51百万円減少し86億46百万円、純

資産につきましては、前連結会計年度末比４億31百万円増加し34億28百万円となりました。主な内容は以

下のとおりであります。

　　（資産）

資産の増加の主な要因は、現金預金が23億41百万円増加した一方、完成工事未収入金が回収したことに

より４億29百万円減少し、仕掛販売用不動産及び販売用不動産が売却により12億91百万円減少したこと

によるものであります。

　　（負債）

負債の減少の主な要因は、金融機関より借入による有利子負債が６億37百万円増加した一方、工事未払

金が支払により５億９百万円減少、未成工事受入金の減少１億76百万円によるものであります。

　　（純資産）

純資産の増加は、四半期純利益の計上５億30百万円、甲種新株予約権の行使による資本金及び資本準備

金が合計56百万円増加したことや配当金の支払１億40百万円によるものであります。
　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度に比べ21億３百万円増加し、38億78百万円となりました。

  当第２四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は、２億18百万円となり前第２四半期

連結会計期間に比べて８億42百万円減少いたしました。主な要因は、税金等調整前四半期純利益を３億38

百万円計上したことや、たな卸資産の売却による減少３億65百万円並びに仕入債務が３億17百万円増加

した一方、売上債権が12億18百万円増加したことによるものであります。

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、２億75百万円となり前第２四半期

連結会計期間に比べて３億87百万円減少いたしました。主な要因は、定期預金の預入による支出によるも

のであります。

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は、22億13百万円となり前第２四半期

連結会計期間に比べて９億99百万円増加いたしました。主な要因は、金融機関からの借入による収入によ

るものであります。
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。
　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,274,000

Ａ種優先株式 150,000

計 31,424,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年４月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,486,000 8,486,000
大阪証券取引所
(ＪＡＳＤＡＱ市場)

（注）２、３

Ａ種優先株式 150,000 150,000 ― （注）４、５

計 8,636,000 8,636,000― ―

（注）１ 提出日現在発行数欄には、平成22年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

　　  ２ 株式会社ジャスダック証券取引所は、平成22年４月１日付で株式会社大阪証券取引所と合併しておりますので、

同日以降の上場金融商品取引所は、株式会社大阪証券取引所であります。

　　　３ 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

　　  ４ Ａ種優先株式の単元株式数は100株であります。Ａ種優先株式は、会社法第322条第２項による規定を定款

に定めておりません。また、議決権を有しないＡ種優先株式は、資金調達の多様化及び資本の増強を図ること

を目的としております。

      ５ Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。

　　   １．剰余金の配当

         (1) 期末配当の基準日

　　 　　　各事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」

という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対して、金

銭による剰余金の配当（期末配当）をすることができる。

　　 　  (2) 中間配当の基準日

　　 　　　取締役会の決議により、毎年２月末日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株主又はＡ種優先登録

株式質権者に対して、会社法第454条第５項に定める金銭による剰余金の配当（中間配当）をすることがで

きる。

　　     (3) 期末配当及び中間配当以外の期中における優先配当の基準日

　　 　　　当会社は、期末配当及び中間配当のほか、基準日を定めて金銭による剰余金の配当をすることができる。
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         (4) 優先配当金 

　　 　　　ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当を行うときは、当該基準日の最終の株主名簿に記載又

は記録されたＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、基準日の最終の株主名簿に記載又は記

録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）及び普通株式の登録株式質権者（以下「普

通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、下記１.(5)に定める額の配当金（以下

「Ａ種優先配当金」という。）を金銭にて支払う。但し、当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度中の、

当該剰余金の配当の基準日以前の日を基準日として剰余金を配当したときは、その額を控除した金額とす

る。また、当該剰余金の配当の基準日から当該剰余金の配当が行われる日までの間に、当会社がＡ種優先株

式を取得した場合、当該Ａ種優先株式につき当該基準日に係る剰余金の配当を行うことを要しない。

         (5) 優先配当金の額

　　 　　　Ａ種優先株式１株あたりのＡ種優先配当金の額は、Ａ種優先株式１株あたりの払込金額に年率6.0％を乗じて

算出した金額（当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度の初日（但し、当該剰余金の配当の基準日が

平成21年８月末日に終了する事業年度に属する場合は、払込期日とする。）（いずれも同日を含む。）から

当該剰余金の配当の基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年365日として日割計算により

算出される金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。

         (6) 累積条項

           ある事業年度においてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して行う１株あたりの剰余金の配

当の総額が、当該事業年度の末日を基準日とするＡ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事

業年度以降に累積する。累積した不足額（以下「Ａ種累積未払配当金」という。）については、当該翌事業

年度以降、Ａ種優先配当金並びに普通株主及び普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種優

先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して配当する。

         (7) 非参加条項

           Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、Ａ種優先配当金を超えて剰余金の配当を行わない。

　　   ２．残余財産の分配

         (1) 残余財産分配額 

       　　当会社は、当会社の解散に際して残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に

対して、Ａ種優先株式１株あたり下記に定める金額（以下「Ａ種残余財産分配額」という。）を、普通株主

又は普通登録株式質権者に先立って、支払う。 

           「Ａ種残余財産分配額」は、Ａ種優先株式１株あたり、(i)払込金額相当額、(ⅱ)Ａ種累積未払配当金相当

額、及び(ⅲ)払込金額相当額に解散日の直前に開催された定時株主総会が属する事業年度の初日（同日を

含む。）から解散日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率6.0％の利率で計算される金額（かか

る期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じることにより算出した額とし、円位未満小数第２位

まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）の和とする。

         (2) 非参加条項

         　Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、前号のほか、残余財産の分配は行わない。

　　   ３．譲渡制限

         　譲渡制限は定めない。

　　   ４．議決権

         　Ａ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において、議決権を有しない。

　　   ５．単元

         　Ａ種優先株式の１単元の株式数は100株とする。

         　当会社は、１単元に満たない株式数を表示したＡ種優先株式にかかる株券を発行しない。

         　Ａ種優先株主は、単元未満株式売渡請求権を有しない。
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　　   ６．現金対価の取得請求権（償還請求権）

         　Ａ種優先株主は、払込期日から３年後の応当日以降いつでも、Ａ種優先株式の全部又は一部を、Ａ種優先株式

１株につき下記に定める金額（以下「Ａ種優先株式償還請求価額」という。）の金銭を対価として取得する

ことを当会社に請求すること（以下「Ａ種優先株式償還請求」という。）ができる。なお、Ａ種優先株式償還

請求がなされた日における分配可能額を超えて、Ａ種優先株主からＡ種優先株式の取得の請求が行われた場

合、取得すべきＡ種優先株式は、抽選、按分比例その他の方法により決定する。

　　 　　　「Ａ種優先株式償還請求価額」は、Ａ種優先株式１株あたり、(i)払込金額相当額、(ⅱ)払込金額相当額に払込期

日（同日を含む。）から取得日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率4.0％の利率で計算される金

額（払込期日（同日を含む。）から平成21年８月末日（同日を含む。）までの期間及び取得日の直前に開催さ

れた定時株主総会が属する事業年度の初日（同日を含む。）から取得日の前日（同日を含む。）までの期間に

ついては、かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じることにより算出した額とし、上記以

外の期間については、１事業年度毎に払込金額相当額に0.04を乗じることにより算出した額とする。なお、円

位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）、(ⅲ)Ａ種累積未払配当金相当額、及び(ⅳ)

払込金額相当額に取得日の直前に開催された定時株主総会が属する事業年度の初日（同日を含む。）から取

得日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率6.0％の利率で計算される金額（かかる期間の実日数を

分子とし365を分母とする分数を乗じることにより算出した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小

数第２位を四捨五入する。）の和とする。

　　   ７．現金対価の取得条項（強制償還）

         　当会社は、Ａ種優先株式の全部又は一部を、払込期日から１年後の応当日以降いつでも、当会社の取締

役会決議に基づき、Ａ種優先株式１株につき、下記に定める金額（以下「Ａ種優先株式強制償還価額」と

いう。）の金銭を支払うことと引換えに、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者の意思にかかわらず、取

得することができる。一部を取得するときは、取得すべきＡ種優先株式は、抽選、按分比例その他

の方法により決定する。

         　「Ａ種優先株式強制償還価額」は、Ａ種優先株式１株あたり、(i)払込金額相当額、(ⅱ)払込金額相当

額に払込期日（同日を含む。）から取得日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率5.0％の利率

で計算される金額（払込期日（同日を含む。）から平成21年８月末日（同日を含む。）までの期間及び取

得日の直前に開催された定時株主総会が属する事業年度の初日（同日を含む。）から取得日の前日（同日

を含む。）までの期間については、かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じることに

より算出した額とし、上記以外の期間については、１事業年度毎に払込金額相当額に0.05を乗じることに

より算出した額とする。なお、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）、

(ⅲ)Ａ種累積未払配当金相当額、及び(ⅳ)払込金額相当額に取得日の直前に開催された定時株主総会が属

する事業年度の初日（同日を含む。）から取得日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率6.0％

の利率で計算される金額（かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じることにより算出

した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）の和とする。

　　   ８．普通株式対価の取得請求権（転換予約権）

         (1) 転換予約権の内容

       　　Ａ種優先株主は、払込期日以降いつでも、当会社がＡ種優先株式を取得するのと引換えに、Ａ種優先株式１

株につき下記８.(3)に定める算定方法により算出される数の当会社の普通株式を交付することを請求（以

下「転換請求」という。）することができる。なお、当会社がある株主に対してＡ種優先株式の取得と引換

えに交付する当会社の普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときは、会社法第167条第３

項に従いこれを取り扱う。
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         (2) 転換請求の制限

       　　上記８.(1)にかかわらず、転換請求の日（以下「Ａ種転換請求日」という。）において、剰余授権株式数

（以下に定義される。）が請求対象普通株式総数（以下に定義される。）を下回る場合には、(ⅰ)Ａ種優先

株主が当該Ａ種転換請求日に転換請求したＡ種優先株式の数に、(ⅱ)剰余授権株式数を請求対象普通株式

総数で除して得られる数を乗じた数（小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り下げる。また、０を下

回る場合は０とする。）のＡ種優先株式についてのみ、当該Ａ種優先株主の転換請求に基づくＡ種優先株式

の取得の効力が生じるものとし、取得の効力が生じるＡ種優先株式以外の転換請求にかかるＡ種優先株式

については、転換請求がされなかったものとみなす。なお、一部取得を行うにあたり、取得するＡ種優先株式

は、抽選、転換請求されたＡ種優先株式の数に応じた比例按分その他の方法により当会社の取締役会におい

て決定する。

       　　「剰余授権株式数」とは、(ⅰ)当該Ａ種転換請求日における定款に定める当会社の発行する普通株式の数

より、(ⅱ)①当該Ａ種転換請求日における発行済普通株式の数、②当該Ａ種転換請求日に発行されている新

株予約権が全て行使されたものとみなした場合に発行されるべき普通株式の数の合計数を控除した数をい

う。

       　　「請求対象普通株式総数」とは、Ａ種優先株主が当該Ａ種転換請求日に転換請求したＡ種優先株式の総数

について転換が行われたと仮定した場合における、当該転換請求により交付される普通株式の総数をいう。

        (3) 取得請求により交付する普通株式数の算定方法

       　　Ａ種優先株式１株の取得と引換えに交付する当会社の普通株式数は、次のとおりとする。

       　（算式）

       　Ａ種優先株式１株の取得と引換えに交付する当会社の普通株式数＝Ａ÷Ｂ

       　Ａ＝転換請求にかかるＡ種優先株式１株について、(i)払込金額相当額、(ⅱ)Ａ種累積未払配当金相当　　　　

額、及び(ⅲ)払込金額相当額に当該Ａ種転換請求日の直前に開催された定時株主総会が属する事業年

度の初日（同日を含む。）から当該Ａ種転換請求日の前日（同日を含む。）までの期間に対して年率

6.0％の利率で計算される金額（かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じること

により算出した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）の和

       　Ｂ＝転換価額

　　   　　① 当初転換価額

       　　当初の転換価額は、払込期日のジャスダック証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の終値（気

配表示を含む。）の90％相当額の１円未満の端数を切り上げた金額とする。

　　   　　② 転換価額の修正

       　　転換価額は、毎年４月末日及び10月末日（以下「修正日」という。）に、当該修正日に先立つ45取引日目に

始まる30取引日のジャスダック証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表

示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）の90％相当額に修正されるものとし、その計算は、円位

未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。但し、かかる修正後の転換価額が、40円（以

下「下限転換価額」という。但し、下記８.(3)③に定める調整を受ける。）を下回った場合、下限転換価額

を転換価額とし、その後本②に基づく修正は行われないものとする。なお、上記30取引日の間に、下記８.

(3)③に定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記８.(3)③に準じて調整され

る。）

　　   　　③ 転換価額の調整

        (イ）Ａ種優先株式の発行後、次のいずれかに掲げる事由が発生した場合には、次に定める算式（以下「転

換価額調整式」という。）により、転換価額を調整する。

       　（算式）

       　　調整後転換価額＝Ａ×（Ｂ＋Ｃ×Ｄ÷Ｅ）÷（Ｂ＋Ｃ）

       　Ａ＝調整前転換価額（調整後転換価額を適用する日の前日において有効な転換価額をいう。）

       　Ｂ＝既発行普通株式数－自己株式数（基準日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の 

日、基準日がある場合は基準日における発行済普通株式数から自己株式数を控除した数をいう。）

       　Ｃ＝新発行・処分普通株式数

       　Ｄ＝１株あたりの払込金額・処分価額

       　Ｅ＝１株あたりの時価（調整後転換価額の適用の基準となる日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の

ジャスダック証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。）をいい、その計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小

数第２位を四捨五入する。なお、上記30取引日の間に、本③に定める転換価額の調整事由が生じた場

合には、当該平均値は、本③に準じて調整される。）
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　　  （ⅰ）転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当会社が保有する普通

株式を処分する場合（無償割当ての場合を含む。但し、下記(ⅲ)記載の証券（権利）の取得と引換え若

しくは当該証券（権利）の取得と引換えに交付される新株予約権の行使による交付、又は下記(ⅳ)記

載の新株予約権の行使若しくは当該新株予約権の行使により交付される株式の取得と引換えによる交

付の場合を除く。）、調整後転換価額は、払込がなされた日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合

は、その効力発生日）の翌日以降、募集又は無償割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日以

降、これを適用する。無償割当ての場合、転換価額調整式Ｄにおける「１株あたりの払込金額・処分価

額」は、０円とする。

  　 　（ⅱ）株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後転換価額は、株式の分割にかかる基準日の翌日以

降これを適用する。本(ⅱ)において、転換価額調整式Ｃにおける「新発行・処分普通株式数」とは、株

式の分割により増加する普通株式数を意味するものとし、転換価額調整式Ｄにおける「１株あたりの

払込金額・処分価額」は、０円とし、転換価額調整式Ｂにおける「既発行普通株式数－自己株式数」は

「既発行普通株式数」と読み替える。

  　　 （ⅲ）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社の普通株式又は当会社の普通株式の交

付を請求することができる新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権利）又は取得さ

せることができる証券（権利）を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、調整後転換価額は、そ

の払込がなされた日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）に、又は募集若し

くは無償割当てのために基準日がある場合にはその日の最終に、発行される証券（権利）の全額が、最

初に取得される又は取得させることができる取得価額で取得されたものとみなして（当会社の普通株

式の交付を請求することができる新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権利）又は

取得させることができる証券（権利）の場合、更に当該新株予約権の全てがその日に有効な行使価額

で行使されたものとみなして）、その払込がなされた日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、

その効力発生日）に、又は募集若しくは無償割当てのために基準日がある場合にはその日の翌日以降、

これを適用する。但し、当該取得又は行使価額がその払込がなされた日（基準日を定めずに無償割当て

を行う場合は、その効力発生日）、又は募集若しくは無償割当てのための基準日において確定しない場

合、調整後転換価額は、当該取得又は行使価額が決定される日（本(ⅲ)において、以下「価額決定日」

という。）に発行される証券（権利）の全額が当該取得価額で取得されたものとみなして（当会社の

普通株式の交付を請求することができる新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権

利）又は取得させることができる証券（権利）の場合、更に当該新株予約権の全てが当該行使価額で

行使されたものとみなして）、価額決定日の翌日以降これを適用する。本(ⅲ)において「価額」とは、

発行される証券（権利）の払込金額（新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権利）

又は取得させることができる証券（権利）の場合、当該証券（権利）の払込

  　　    金額と新株予約権の行使に際して出資される財産の価額との合計額）から取得又は行使に際して当該証

券（権利）又は新株予約権の保有者に交付される普通株式以外の財産を控除した金額を交付される普

通株式数で除した金額をいう。

  　 （ⅳ）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社の普通株式、又は当会社の普通株式を交

付することと引換えに取得される株式若しくは取得させることができる株式の交付を請求できる新株

予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下同じ。）を発行する場合（無償割当ての場合を

含む。）、調整後転換価額は、かかる新株予約権の割当日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、

その効力発生日）に、又は募集若しくは無償割当てのための基準日がある場合はその日に、発行される

新株予約権の全てが、その日に有効な転換価額で行使されたものとみなして（当会社の普通株式を交

付することと引換えに取得される株式若しくは取得させることができる株式の交付を請求することが

できる新株予約権の場合、更に当該株式の全てがその日に有効な取得価額で取得されたものとみなし

て）、割当日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）の翌日以降、又は募集若

しくは無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日以降、これを適用する。但し、当該行使又

は行使価額がその割当日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）、又は募集若

しくは無償割当てのための基準日において確定しない場合、調整後転換価額は、当該行使又は行使価額

が決定される日（本(ⅳ)において、以下「価額決定日」という。）に発行される全ての新株予約権が当

該行使価額で行使されたものとみなして（当会社の普通株式の交付を請求することと引換えに取得さ

れる株式又は取得させることができる株式の交付を請求することができる新株予約権の場合、更に当

該株式の全てがその日に有効な取得価額で取得されたものとみなして）、価額決定日の翌日以降これ

を適用する。本(ⅳ)において「価額」とは、発行される新株予約権の払込金額と新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額の合計額からその行使又は取得に際して当該新株予約権又は株式の保有者

に交付される普通株式以外の財産を控除した金額を交付される普通株式数で除した金額をいう。
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  　 （ⅴ）株式の併合により普通株式数を変更する場合、調整後転換価額は、株式の併合の効力発生日以降これを

適用する。本(ⅴ)において、転換価額調整式Ｄにおける「新発行・処分普通株式数」とは、株式の併合

により減少する普通株式数を負の値で表示し、転換価額調整式Ｄにおける「１株あたりの払込金額・

処分価額」は、０円とする。

       （ロ）上記(イ)において、当該各行為にかかる基準日が定められ、かつ当該各行為が当該基準日以降に開催

される当会社の株主総会における一定の事項（但し、上記(イ)(ⅱ)については、剰余金の額を減少して、

資本金又は資本準備金の額を増加することを含む。）に関する承認決議を条件としている場合、調整後転

換価額は、当該承認決議をした株主総会の終結の日の翌日以降にこれを適用する。

       （ハ）上記(イ)に掲げる場合のほか、以下のいずれかに該当する場合には、当会社取締役が判断する合理的

な取得価額に変更される。

① 合併、資本金の額の減少、株式交換、株式移転又は会社分割のために転換価額の調整を必要とすると

き。

② その他当会社の発行済普通株式の変更又は変更の可能性を生じる事由の発生によって転換価額の

調整を必要とするとき。

③ 転換価額の調整事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後転換価額の算出に関し

て使用すべき１株あたりの時価が他方の事由によって影響されているとき。

       （ニ）転換価額の調整のために計算を行う場合には、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五

入する。

       （ホ）転換価額調整式により算出される調整後転換価額と調整前転換価額の差額が１円未満の場合は、転換

価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を算出する場

合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた額を使

用する。

　　   ９．株式の分割又は併合、募集株式の割当てを受ける権利等

         　当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式についての株式の分割又は併合を行わない。当会社は、Ａ

種優先株主に対しては、募集株式又は募集新株予約権の割当を受ける権利を与えず、また株式無償割当て又は

新株予約権無償割当ては行わない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①会社法に基づき発行した新株予約権(ストック・オプション)の内容は、次のとおりであります。
第１回新株予約権
平成19年11月29日定時株主総会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権の数（個） 3,607（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 360,700

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき107

新株予約権の行使期間 平成22年11月６日から平成25年11月５日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　   107　　
資本組入額　　54

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡に際しては、当社取締役会の承認を
要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

　　　 ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割（株式の無償割当てを含む。）または株式併合を行う場合、次の

算式により目的である株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権

利行使していない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果1株未満の端数が生じた

場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　　 また、割当日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完

全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に応じ必

要と認める株式数の調整を行うことができる。

 ２  新株予約権の割当日後に下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に新株予約

権1個当たりの目的である株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げ

る。

①当社が株式分割または株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

  　   ②当社が時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当てによる株式の発行及び自己株式を交付する場

合を含み、新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券

の転換による場合を除く）する場合

　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　　　ただし、算式中の既発行株式数は、上記の株式の発行の効力発生日の前日における当社の発行済株式総数から、

当該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合、「新規発行株

式数」を「処分する自己株式の数」に、「新規発行前の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるもの

とする。

　３ 新株予約権の行使の条件

　　　 ①対象者は、権利行使時においても当社または当社子会社の取締役、監査役及び従業員の地位にあることを

要する。

　　　 ②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。

　　　 ③その他の条件については、本取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めるところによる。
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②会社法に基づき発行した新株予約権の内容は、次のとおりであります。
甲種新株予約権
平成20年11月27日定時株主総会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権の数（個） 288

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 288,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき83

新株予約権の行使期間 平成20年12月25日から平成27年12月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　   83
資本組入額　 42

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡制限は定めない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)１ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社法施行規則、会社計算規則等の一部

を改正する省令（平成21年法務省令第７号）」が平成21年３月27日に公布、同年４月１日に施行され「会社計算

規則第17条」の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円

未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額よ

り増加する資本金の額を減じた額とする。

 ２ 新株予約権の目的である株式の種類及び数

　　 (1) 新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式288,000株とする（新株予約権１個当りの目的

たる株式の数（以下「割当株式数」という。）は1,000株とする。）。但し、下記第(２)号乃至第(４)号により

割当株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整さ

れるものとする。

　　 (2) 当社が第４項の規定に従って行使価額（以下に定義する。）の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式に

より調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行

使価額及び調整後行使価額は、第４項に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

　　 (3) 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる第４項第(１)号乃至第(３)号による行使価額の調整に関

し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

　　 (4) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前日までに、新株予約権者に対

し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必

要な事項を書面で通知する。但し、第４項第(２)号に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を

行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　 (1) 各新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じた額とす

る。

　　 (2) 新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当りの金銭の額（以下「行使価額」という。）は、当

初、払込期日に先立つ45取引日目に始まる30取引日のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通

取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）の90％相当額の１円未満の端

数を切り捨てた金額とする。
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４ 行使価額の調整

　　 (1) 新株予約権の発行後、次のいずれかに掲げる事由が発生した場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整

式」という。）により、行使価額を調整する。

　　   （算式）

　　   調整後行使価額＝Ａ×（Ｂ＋Ｃ×Ｄ÷Ｅ）÷（Ｂ＋Ｃ）

　　   Ａ＝調整前行使価額（調整後行使価額を適用する日の前日において有効な行使価額をいう。）

　　   Ｂ＝既発行普通株式数－自己株式数（基準日がない場合は調整後行使価額を適用する日の１ヶ月前の日、

基準日がある場合は基準日における発行済普通株式数から自己株式数を控除した数をいう。）

　　   Ｃ＝新発行・処分普通株式数

　　   Ｄ＝１株当りの払込金額・処分価額

　　   Ｅ＝１株当りの時価（調整後行使価額の適用の基準となる日に先立つ45取引日目に始まる30取引日のジャ

スダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終

値のない日数を除く。）をいい、その計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五

入する。なお、上記30取引日の間に、本第４項に定める行使価額の調整事由が生じた場合には、当該平均

値は、本第４項に準じて調整される。）

　　  ① 行使価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が保有する普通株式を

処分する場合（無償割当ての場合を含む。但し、下記③記載の証券（権利）の取得と引換え若しくは当該

証券（権利）の取得と引換えに交付される新株予約権の行使による交付、又は下記④記載の新株予約権の

行使若しくは当該新株予約権の行使により交付される株式の取得と引換えによる交付の場合を除く。）、

調整後行使価額は、払込がなされた日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）の

翌日以降、募集又は無償割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。無償割

当ての場合、行使価額調整式Ｄにおける「１株当りの払込金額・処分価額」は、０円とする。

　　  ② 株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後行使価額は、株式の分割にかかる基準日の翌日以降これ

を適用する。本②において、行使価額調整式Ｃにおける「新発行・処分普通株式数」とは、株式の分割によ

り増加する普通株式数を意味するものとし、行使価額調整式Ｄにおける「１株当りの払込金額・処分価

額」は、０円とし、行使価額調整式Ｂにおける「既発行普通株式数－自己株式数」は「既発行普通株式

数」と読み替える。

　　  ③ 行使価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社普通株式又は当社普通株式の交付を請求するこ

とができる新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権利）又は取得させることができる

証券（権利）を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、調整後行使価額は、その払込がなされた日

（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）に、又は募集若しくは無償割当てのため

に基準日がある場合にはその日の最終に、発行される証券（権利）の全額が、最初に取得される又は取得

させることができる取得価額で取得されたものとみなして（当社普通株式の交付を請求することができ

る新株予約権を交付することと引換えに取得される証券（権利）又は取得させることができる証券（権

利）の場合、さらに当該新株予約権の全てがその日に有効な行使価額で行使されたものとみなして）、そ

の払込がなされた日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）に、又は募集若しく

は無償割当てのために基準日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。但し、当該取得又は行使

価額がその払込がなされた日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）、又は募集

若しくは無償割当てのための基準日において確定しない場合、調整後行使価額は、当該取得又は行使価額

が決定される日（本③において、以下「価額決定日」という。）に発行される証券（権利）の全額が当該

取得価額で取得されたものとみなして（当社普通株式の交付を請求することができる新株予約権を交付

することと引換えに取得される証券（権利）又は取得させることができる証券（権利）の場合、さらに当

該新株予約権の全てが当該行使価額で行使されたものとみなして）、価額決定日の翌日以降これを適用す

る。本③において「価額」とは、発行される証券（権利）の払込金額（新株予約権を交付することと引換

えに取得される証券（権利）又は取得させることができる証券（権利）の場合、当該証券（権利）の払込

金額と新株予約権の行使に際して出資される財産の価額との合計額）から取得又は行使に際して当該証

券（権利）又は新株予約権の保有者に交付される普通株式以外の財産を控除した金額を交付される普通

株式数で除した金額をいう。
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　　  ④ 行使価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社普通株式、又は当社普通株式を交付することと引

換えに取得される株式若しくは取得させることができる株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約

権付社債に付されたものを含む。以下同じ。）を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、調整後行使

価額は、かかる新株予約権の割当日（基準日を定めずに無償割当てを行う場合は、その効力発生日）に、又

は募集若しくは無償割当てのための基準日がある場合はその日に、発行される新株予約権の全てが、その

日に有効な行使価額で行使されたものとみなして（当社普通株式を交付することと引換えに取得される

株式若しくは取得させることができる株式の交付を請求することができる新株予約権の場合、さらに当該

株式の全てがその日に有効な取得価額で取得されたものとみなして）、割当日（基準日を定めずに無償割

当てを行う場合は、その効力発生日）の翌日以降、又は募集若しくは無償割当てのための基準日がある場

合はその日の翌日以降、これを適用する。但し、当該行使又は行使価額がその割当日（基準日を定めずに無

償割当てを行う場合は、その効力発生日）、又は募集若しくは無償割当てのための基準日において確定し

ない場合、調整後行使価額は、当該行使又は行使価額が決定される日（本④において、以下「価額決定日」

という。）に発行される全ての新株予約権が当該行使価額で行使されたものとみなして（当社普通株式の

交付を請求することと引換えに取得される株式又は取得させることができる株式の交付を請求すること

ができる新株予約権の場合、さらに当該株式の全てがその日に有効な取得価額で取得されたものとみなし

て）、価額決定日の翌日以降これを適用する。本④において「価額」とは、発行される新株予約権の払込金

額と新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額からその行使又は取得に際して当該新株

予約権又は株式の保有者に交付される普通株式以外の財産を控除した金額を交付される普通株式数で除

した金額をいう。

　　  ⑤ 株式の併合により普通株式数を変更する場合、調整後行使価額は、株式の併合の効力発生日以降これを適用

する。本⑤において、行使価額調整式Ｄにおける「新発行・処分普通株式数」とは、株式の併合により減少

する普通株式数を負の値で表示し、行使価額調整式Ｄにおける「１株当りの払込金額・処分価額」は、０

円とする。

　　 (2) 上記第(１)号において、当該各行為にかかる基準日が定められ、かつ当該各行為が当該基準日以降に開催され

る当社の株主総会における一定の事項（但し、上記第(１)号②については、剰余金の額を減少して、資本金又

は資本準備金の額を増加することを含む。）に関する承認決議を条件としている場合、調整後行使価額は、当

該承認決議をした株主総会の終結の日の翌日以降にこれを適用する。

　　 (3) 上記第(１)号に掲げる場合のほか、以下のいずれかに該当する場合には、当社取締役が判断する合理的な行使

価額に変更される。

　　  ① 合併、資本金の額の減少、株式交換、株式移転又は会社分割のために行使価額の調整を必要とするとき。

　　　② その他当社の発行済普通株式の変更又は変更の可能性を生じる事由の発生によって行使価額の調整を必要と

するとき。

　　  ③ 行使価額の調整事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出に関して使用す

べき１株当りの時価が他方の事由によって影響されているとき。

　　 (4) 行使価額の調整のために計算を行う場合には、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入す

る。

　　 (5) 行使価額調整式により算出される調整後行使価額と調整前行使価額の差額が１円未満の場合は、行使価額の調

整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を算出する場合には、行使

価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年２月28日 ─ 8,636,000 ─ 1,989,970 ─ 1,772,357

　

(5) 【大株主の状況】

　　　所有株式数別
　 　 平成22年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

吉川　隆 広島県広島市西区 3,949 45.73

エムエイチメザニン投資事業有
限責任組合

東京都千代田区丸の内２丁目３番２号　郵船ビル
ディング

380
(150)

4.40

ＭＯＲＧＡＮ　ＳＴＡＮＬＥＹ
　＆　ＣＯ．ＩＮＣ
（常任代理人　モルガン・スタ
ンレー証券株式会社）

１５８５ＢＲＯＡＤＷＡＹ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ，Ｎ
ＥＷ　ＹＯＲＫ　１００３６，Ｕ．Ｓ．Ａ．

341 3.95

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 326 3.78

ＢＮＹ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮＴ　
ＡＣＣＯＵＮＴ　ＪＰＲＤ　ＡＣ
　ＩＳＧ（ＦＥ－ＡＣ）
（常任代理人　株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ　ＣＯＵＲＴ　１３３　
ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤＯＮ　ＥＣ４
Ａ　２ＢＢ　ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ

305 3.54

株式会社ヤマダ電機 群馬県高崎市栄町１番１号 223 2.59

資産管理サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海１丁目８－１２　晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

205 2.37

白根　学 東京都中央区 200 2.32

ＭＯＲＧＡＮ　ＳＴＡＮＬＥＹ
　＆　ＣＯ．ＩＮＴＥＲＮＡＴＩ
ＯＮＡＬ　ＰＬＣ
（常任代理人　モルガン・スタ
ンレー証券株式会社）

２５　Ｃａｂｏｔ　Ｓｑｕａｒｅ，Ｃａｎａｒｙ　
Ｗｈａｒｆ，Ｌｏｎｄｏｎ　Ｅ１４４　４ＱＡ，
Ｕ．Ｋ．

159 1.84

ウエストホールディングス社員
持株会

広島県広島市西区楠木町１丁目１５－２４ 154 1.79

計 ―
6,244
(150)

72.30

（注）１．所有株式数の（ ）内は内書きでＡ種優先株式数であります。
　　　２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の持株数は、全て信託業務に係るものです。
　　　３．資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）の持株数は、全て信託業務に係るものです。
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　　　所有議決権数別
　 　 平成22年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の議決権
に対する
所有議決権数
の割合(％)

吉川　隆 広島県広島市西区 39,491 46.54

ＭＯＲＧＡＮ　ＳＴＡＮＬＥＹ
　＆　ＣＯ．ＩＮＣ

１５８５ＢＲＯＡＤＷＡＹ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ，Ｎ
ＥＷ　ＹＯＲＫ　１００３６，Ｕ．Ｓ．Ａ．

3,411 4.02

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 3,262 3.84

ＢＮＹ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮＴ　
ＡＣＣＯＵＮＴ　ＪＰＲＤ　ＡＣ
　ＩＳＧ（ＦＥ－ＡＣ）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ　ＣＯＵＲＴ　１３３　
ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤＯＮ　ＥＣ４
Ａ　２ＢＢ　ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ

3,055 3.60

エムエイチメザニン投資事業有
限責任組合

東京都千代田区丸の内２丁目３番２号　郵船ビル
ディング

2,300 2.71

株式会社ヤマダ電機 群馬県高崎市栄町１番１号 2,234 2.63

資産管理サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海１丁目８－１２　晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

2,050 2.42

白根　学 東京都中央区 2,000 2.36

ＭＯＲＧＡＮ　ＳＴＡＮＬＥＹ
　＆　ＣＯ．ＩＮＴＥＲＮＡＴＩ
ＯＮＡＬ　ＰＬＣ

２５　Ｃａｂｏｔ　Ｓｑｕａｒｅ，Ｃａｎａｒｙ　
Ｗｈａｒｆ，Ｌｏｎｄｏｎ　Ｅ１４４　４ＱＡ，
Ｕ．Ｋ．

1,593 1.88

ウエストホールディングス社員
持株会

広島県広島市西区楠木町１丁目１５－２４ 1,544 1.82

計 ― 60,940 71.82
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

150,000
―

「１　株式等の状況」の「（1）株式
の総数等」の「②発行済株式」の注
記参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,485,800
84,858 ―

単元未満株式
普通株式

200
― ―

発行済株式総数 8,636,000― ―

総株主の議決権 ― 84,858 ―

　

② 【自己株式等】

平成22年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　９月 　10月 　11月 　12月

平成22年
　１月 　２月

最高(円) 1,1951,9401,792 1,362 1,489 1,364

最低(円) 945 1,0451,105 967 1,070 1,160

(注)１　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。

　　２　上記の株価は、当社の普通株式に係るものであり、Ａ種優先株式は非上場のため該当いたしません。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役 代表取締役専務 土手　修 平成21年12月29日

専務取締役 代表取締役専務 永島　歳久 平成21年12月29日

取締役 常務取締役 佐藤　廣之 平成22年３月16日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）及び前第２四半期連結

累計期間（平成20年９月１日から平成21年２月28日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び当第２四半期連結累計期

間（平成21年９月１日から平成22年２月28日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年12月

１日から平成21年２月28日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年２月28

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21 年12月１日から平成22年

２月28日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年２月28日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、九段監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 4,371,126

※2
 2,029,712

受取手形及び売掛金 308,722 351,184

完成工事未収入金 2,390,677 2,819,700

商品 163,844 134,056

販売用不動産 137,394 581,712

仕掛販売用不動産 ※2
 －

※2
 847,116

未成工事支出金 19,575 6,460

貯蔵品 4,079 5,221

繰延税金資産 369,448 208,866

その他 460,549 731,913

貸倒引当金 △23,804 △160,304

流動資産合計 8,201,613 7,555,641

固定資産

有形固定資産 ※1
 1,943,276

※1
 1,949,614

無形固定資産

のれん 730,525 915,248

その他 19,375 19,447

無形固定資産合計 749,901 934,696

投資その他の資産

投資有価証券 401,169 382,580

長期貸付金 103,599 222,763

その他 1,385,018 1,212,173

貸倒引当金 △709,489 △562,177

投資その他の資産合計 1,180,298 1,255,339

固定資産合計 3,873,476 4,139,651

資産合計 12,075,089 11,695,292

負債の部

流動負債

支払手形 － 27,638

買掛金 218 2,900

工事未払金 2,961,486 3,471,299

短期借入金 ※3
 3,738,067

※3
 1,859,305

未払法人税等 115,802 66,231

賞与引当金 24,795 25,358

その他 976,056 1,174,119

流動負債合計 7,816,425 6,626,854

固定負債

長期借入金 732,577 1,973,415

退職給付引当金 8,033 13,264

その他 89,635 84,549

固定負債合計 830,246 2,071,228

負債合計 8,646,672 8,698,082
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年８月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,989,970 1,961,620

資本剰余金 916,548 949,848

利益剰余金 593,397 141,202

株主資本合計 3,499,915 3,052,671

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △105,379 △93,138

評価・換算差額等合計 △105,379 △93,138

新株予約権 4,634 8,062

少数株主持分 29,246 29,613

純資産合計 3,428,417 2,997,209

負債純資産合計 12,075,089 11,695,292
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月１日
　至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年２月28日)

売上高 8,921,215 11,693,317

売上原価 6,192,144 8,113,096

売上総利益 2,729,071 3,580,221

販売費及び一般管理費 ※1
 2,793,047

※1
 2,964,969

営業利益又は営業損失（△） △63,976 615,252

営業外収益

受取利息 7,526 3,046

持分法による投資利益 － 17,262

その他 25,711 14,139

営業外収益合計 33,238 34,448

営業外費用

支払利息 80,477 37,405

貸倒引当金繰入額 4,219 7,071

株式交付費 86,210 －

持分法による投資損失 2,851 －

その他 4,612 868

営業外費用合計 178,372 45,345

経常利益又は経常損失（△） △209,109 604,355

特別利益

貸倒引当金戻入額 4,026 2,868

固定資産売却益 51 －

保険解約返戻金 32,733 －

特別利益合計 36,811 2,868

特別損失

固定資産除却損 16,114 6,723

会員権評価損 － 2,238

関係会社整理損 － 49,248

たな卸資産廃棄損 5,540 －

たな卸資産評価損 372,667 －

投資有価証券売却損 31,839 －

投資有価証券評価損 69,764 4,185

訴訟関連損失 49,083 51,340

特別損失合計 545,011 113,736

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△717,310 493,487

法人税、住民税及び事業税 11,148 106,039

法人税等調整額 △1,374 △142,938

法人税等合計 9,774 △36,898

少数株主損失（△） △6,590 △367

四半期純利益又は四半期純損失（△） △720,494 530,754
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年２月28日)

売上高 4,766,349 5,645,071

売上原価 3,485,793 3,792,670

売上総利益 1,280,555 1,852,401

販売費及び一般管理費 ※1
 1,376,197

※1
 1,479,844

営業利益又は営業損失（△） △95,642 372,556

営業外収益

受取利息 3,466 1,649

持分法による投資利益 － 13,138

その他 20,723 6,827

営業外収益合計 24,190 21,617

営業外費用

支払利息 40,655 15,996

株式交付費 86,210 －

持分法による投資損失 11,232 －

その他 7,133 469

営業外費用合計 145,231 16,465

経常利益又は経常損失（△） △216,683 377,708

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,426 2,215

固定資産売却益 21 －

投資有価証券評価損戻入益 21,201 51,010

特別利益合計 24,649 53,225

特別損失

固定資産除却損 16,106 6,407

会員権評価損 － 1,000

たな卸資産廃棄損 3,810 －

たな卸資産評価損 52,324 －

投資有価証券売却損 4,188 －

関係会社整理損 － 45,448

訴訟関連損失 18,112 39,580

特別損失合計 94,541 92,436

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△286,576 338,497

法人税、住民税及び事業税 882 75,510

法人税等調整額 1,310 △139,736

法人税等合計 2,192 △64,226

少数株主損失（△） △8,192 △611

四半期純利益又は四半期純損失（△） △280,576 403,335
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月１日
　至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△717,310 493,487

減価償却費 76,953 74,364

のれん償却額 107,155 119,980

賞与引当金の増減額（△は減少） △466 △562

貸倒引当金の増減額（△は減少） 23,823 12,123

受取利息及び受取配当金 △10,142 △6,043

支払利息 80,477 37,405

株式交付費 86,210 －

固定資産売却損益（△は益） △51 －

固定資産除却損 16,114 6,723

投資有価証券評価損益（△は益） 69,764 4,185

投資有価証券売却損益（△は益） 31,839 －

関係会社整理損 － 49,248

売上債権の増減額（△は増加） △165,943 447,314

たな卸資産の増減額（△は増加） 346,287 1,248,737

前渡金の増減額（△は増加） 40,097 △36,143

仕入債務の増減額（△は減少） 590,758 △526,212

未成工事受入金の増減額（△は減少） 138,925 △174,367

未払金の増減額（△は減少） △30,403 △36,085

前受金の増減額（△は減少） △30,545 △1,326

その他 169,285 195,728

小計 822,833 1,908,558

利息及び配当金の受取額 19,463 6,507

利息の支払額 △75,425 △56,918

法人税等の還付額 8,052 －

法人税等の支払額 △95,082 △57,309

営業活動によるキャッシュ・フロー 679,841 1,800,839
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月１日
　至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年２月28日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 73,870 －

投資有価証券の取得による支出 △1,869 △24,560

有形固定資産の売却による収入 51 －

有形固定資産の取得による支出 △4,595 △41,414

無形固定資産の取得による支出 △215 △1,400

定期預金の払戻による収入 469,370 47,890

定期預金の預入による支出 △194,000 △249,000

敷金及び保証金の回収による収入 11,648 10,065

敷金及び保証金の差入による支出 △97,893 △22,934

短期貸付金の回収による収入 25,905 17,812

短期貸付けによる支出 △27,177 △5,600

長期貸付金の回収による収入 46,490 74,916

長期貸付けによる支出 △14,835 △19,955

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ △69,066

事業譲受による支出 － △30,000

子会社株式の取得による支出 △25,000 －

その他 11 17,438

投資活動によるキャッシュ・フロー 261,762 △295,808

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 135,000 1,218,400

長期借入れによる収入 195,000 900,000

長期借入金の返済による支出 △1,269,116 △1,432,140

株式の発行による収入 1,413,789 52,290

新株予約権の発行による収入 6,426 －

配当金の支払額 △72 △139,619

リース債務の返済による支出 － △454

財務活動によるキャッシュ・フロー 481,026 598,475

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,422,631 2,103,505

現金及び現金同等物の期首残高 1,341,808 1,774,978

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,764,439

※1
 3,878,484
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
至　平成22年２月28日)

１　連結範囲の事項の変更

連結子会社である株式会社桜井エンジニアリング

は、平成22年１月28日に同社株式を全部売却したため、

当第２四半期連結会計期間より連結の範囲から除外し

ております。

　なお、当第２四半期期首(平成21年12月１日)をみなし

売却日としているため第１四半期連結会計期間の損益

計算書を連結しております。

２　持分法の適用に関する事項の変更

第１四半期連結会計期間より、重要性が増した株式

会社ヤマダ電機ソーラーエナジー及び当第１四半期連

結会計期間に設立した株式会社グリーンエネルギー

マーケティングを持分法の適用の範囲に含めておりま

す。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
至　平成22年２月28日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使

用して貸倒見積高を算定しております。 

２　棚卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低

下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減

算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　当第２四半期連結累計期間(自　平成21年９月１日　至　平成22年２月28日)

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末
(平成21年８月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計額　1,277,673千円※１．有形固定資産の減価償却累計額　1,238,225千円

※２．担保資産

　担保に供されている資産について、事業の運営に

おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められるもの

定期預金 300,000千円

仕掛販売用不動産 ─千円

※３．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく当四半期連結会計

期間末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額 1,010,000千円

借入実行残高 885,000千円

差引額 125,000千円

 

※２．担保資産

　

 

 

定期預金 143,711千円

仕掛販売用不動産 844,000千円

※３．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 1,300,000千円

借入実行残高 910,000千円

差引額 390,000千円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日 
  至　平成21年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日 
  至　平成22年２月28日)

※１．販売費及び一般管理費の主な内容

従業員給与 950,270千円

賞与引当金繰入額 16,365千円

支払手数料 311,303千円

 

※１．販売費及び一般管理費の主な内容　　　　　　

従業員給与 954,598千円

貸倒引当金繰入額 7,921千円

賞与引当金繰入額 16,270千円

支払手数料 212,708千円

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年12月１日 
  至　平成21年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年12月１日 
  至　平成22年２月28日)

※１．販売費及び一般管理費の主な内容

従業員給与 435,243千円

賞与引当金繰入額 1,630千円

支払手数料 185,549千円

 

※１．販売費及び一般管理費の主な内容

従業員給与 470,098千円

貸倒引当金繰入額 7,357千円

賞与引当金繰入額 16,270千円

支払手数料 111,488千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日 
  至　平成21年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日 
  至　平成22年２月28日)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

（平成21年２月28日現在）

現金及び預金 3,282,720千円

預入期間が３ヶ月を

越える定期預金等
△518,280千円

現金及び現金同等物 2,764,439千円
 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係　

（平成22年２月28日現在）

現金及び預金 4,371,126千円

預入期間が３ヶ月を

越える定期預金等
△492,641千円

現金及び現金同等物 3,878,484千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年２月28日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年９月１日

　至　平成22年２月28日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,486,000

Ａ種優先株式(株) 150,000

　

２　自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳 目的となる株式の種類
目的となる株式の数

（株）

当第２四半期
連結会計期間末残高

（千円）

提出会社

平成20年甲種新株予約権 普通株式 288,000 2,016

平成20年ストック・オプ
ションとしての新株予約権

─ ─ 2,618

平成21年ストック・オプ
ションとしての新株予約権

普通株式 100,000 ─

　
合計 388,000 4,634

　

４　配当に関する事項

　  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年11月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 78,56010.00平成21年８月31日平成21年11月30日

平成21年11月27日
定時株主総会

Ａ種優先
株式

資本剰余金 61,650600.00平成21年８月31日平成21年11月30日

　 （注）Ａ種優先株式に係る配当金の総額は、発行年度につき日割で計算しております。

　

　 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日 が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年12月１日  至  平成21年２月28日)

                                   　　　　　　　　　　　　　　        （単位：千円）

　
住宅リ

フォーム事

業

戸建住宅

事業

土地・建物

開発事業
土木事業

その他の

事業
計

消去又

は全社
連結

 

Ⅰ売上高
 

　 　 　 　 　 　 　 　
　

　(1)外部顧客に対

　 　する売上高
　

3,783,286315,378507,286138,90521,4924,766,349─ 4,766,349

　

　(2)セグメント間

　 　の内部売上高

　　 又は振替高
　

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

 

計
 

3,783,286315,378507,286138,90521,4924,766,349― 4,766,349
　

営業利益又は

営業損失(△)
　

99,438△84,27635,90534,311△21,69563,684(159,326)△95,642
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　当第２四半期連結会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）

                                   　　　　　　　　　　　　　　        

　
エコリフォ
ーム事業
(千円)

グリーンエネ
ルギー事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又
は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,184,4304,119,727340,9135,645,071 ― 5,645,071

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,184,4304,119,727340,9135,645,071 ― 5,645,071

営業利益又は営業損失（△） 129,136470,271△86,759512,647(140,090)372,556

（注）１．その他の事業区分の内訳

　  「その他の事業」の内訳は次のとおりであります。

　
戸建住宅
事業
(千円)

土地・建物
開発事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

売上高 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

968 325,25314,692340,913

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ―

計 968 325,25314,692340,913

      営業損失（△） △3,727△76,767△6,265△86,759

　　　２．事業区分及び区分の主な内容

　   事業区分は事業の内容を勘案して、次のとおり区分しております。

エコリフォーム事業 建物保全型リフォーム（屋根、外壁、耐震工事等）の施工販売事業

グリーンエネルギー事業 環境対応型リフォーム（太陽光発電システム、オール電化）の施工販売事業

その他の事業 戸建住宅の施工販売、建材業者への材料販売等

　　　３．事業区分の変更

　　　　　　事業区分の方法については、従来、「住宅リフォーム」、「戸建住宅」、「土地・建物開発」、「土木」、「その

他」の５区分としておりましたが、第１四半期連結会計期間より「住宅リフォーム」を建物保全、機能向上

（耐震補強強化・省エネ効果）を中心とした「エコリフォーム事業」、太陽光発電システム、オール電化を

中心とした「グリーンエネルギー事業」に区分するとともに、相対的に重要性の乏しい「戸建住宅」、「土

地・建物開発」、「土木」、「その他」の各事業区分を統合し、「エコリフォーム事業」、「グリーンエネル

ギー事業」、「その他の事業」の３区分に変更いたしました。

　この変更は、前連結会計年度において、土地・建物開発事業及び土木事業からの撤退と戸建住宅事業の大幅

な縮小、並びに株式会社明野住宅の事業再構築を図るとともに、住宅リフォーム事業、特に建物保全型リ

フォーム（屋根、外壁、耐震工事等）と環境対応型リフォーム（太陽光発電システム、オール電化の販売施

工）に経営資源を集中することを骨格とするグループ全体の事業の再構築を完遂したとの認識の下に、事業

活動をより的確に開示するため、最近の受注動向や住宅分野における太陽光発電システム市場の加速度的な

拡大見通し等を踏まえて、事業の種類別セグメントの区分の見直しを行ったものであります。

　なお、前第２四半期連結会計期間のセグメント情報を、当第２四半期連結会計期間において用いた事業区分

の方法により区分した場合は、次のとおりであります。
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前第２四半期連結会計期間(自  平成20年12月１日  至  平成21年２月28日)

　

　
エコリフォ
ーム事業
(千円)

グリーンエネ
ルギー事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又
は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,228,6482,554,637983,0624,766,349 ― 4,766,349

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,228,6482,554,637983,0624,766,349 ― 4,766,349

営業利益又は営業損失（△） 82,791 16,646△35,754 63,684(159,326)△95,642
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年９月１日  至  平成21年２月28日)

                                   　　　　　　　　　　　　　　        （単位：千円）

　
住宅リ

フォーム事

業

戸建住宅

事業

土地・建物

開発事業
土木事業

その他の

事業
計

消去又

は全社
連結

 

Ⅰ売上高
 

　 　 　 　 　 　 　 　
　

　(1)外部顧客に対

　 　する売上高
　

6,990,799717,886759,960411,87240,6968,921,215─ 8,921,215

　

　(2)セグメント間

　 　の内部売上高

　　 又は振替高
　

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

 

計
 

6,990,799717,886759,960411,87240,6968,921,215― 8,921,215
　

営業利益又は

営業損失(△)
　

404,782△148,16614,35622,680△41,856251,796(315,772)△63,976

（注）１．事業区分及び各区分の主な内容

　   事業区分は事業の内容を勘案して、次のとおり区分しております。

住宅リフォーム事業

 

住宅全般の総合リフォームの施工販売（直営及びフランチャイズ展開）
事業

 

戸建住宅事業 土地付戸建住宅施工販売及び他の戸建住宅事業者からの施工請負事業

土地・建物開発事業 非木造建築物（土地・建築等）の施工・販売及び、リフォーム事業

土木事業 公共土木及び民間宅地造成事業

その他の事業 建材業者への材料販売等

　　　２．会計処理の方法の変更

　　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間

より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、住宅リ

フォーム事業23,670千円、戸建住宅事業96,323千円減少しております。
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　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年２月28日）

                                   　　　　　　　　　　　　　　        

　
エコリフォ
ーム事業
(千円)

グリーンエネ
ルギー事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又
は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,477,6267,862,2641,353,42611,693,317 ― 11,693,317

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,477,6267,862,2641,353,42611,693,317 ― 11,693,317

営業利益又は営業損失（△） 362,188746,864△202,823906,229(290,977)615,252

（注）１．その他の事業区分の内訳

　  「その他の事業」の内訳は次のとおりであります。

　
戸建住宅
事業
(千円)

土地・建物
開発事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

売上高 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

865,135440,23548,0561,353,426

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ―

計 865,135440,23548,0561,353,426

      営業損失（△） △101,354△88,467△13,001△202,823

　　　２．事業区分及び区分の主な内容

　   事業区分は事業の内容を勘案して、次のとおり区分しております。

エコリフォーム事業 建物保全型リフォーム（屋根、外壁、耐震工事等）の施工販売事業

グリーンエネルギー事業 環境対応型リフォーム（太陽光発電システム、オール電化）の施工販売事業

その他の事業 戸建住宅の施工販売、建材業者への材料販売等

　　　３．事業区分の変更

　　　　　　事業区分の方法については、従来、「住宅リフォーム」、「戸建住宅」、「土地・建物開発」、「土木」、「その

他」の５区分としておりましたが、第１四半期連結会計期間より「住宅リフォーム」を建物保全、機能向上

（耐震補強強化・省エネ効果）を中心とした「エコリフォーム事業」、太陽光発電システム、オール電化を

中心とした「グリーンエネルギー事業」に区分するとともに、相対的に重要性の乏しい「戸建住宅」、「土

地・建物開発」、「土木」、「その他」の各事業区分を統合し、「エコリフォーム事業」、「グリーンエネル

ギー事業」、「その他の事業」の３区分に変更いたしました。

　この変更は、前連結会計年度において、土地・建物開発事業及び土木事業からの撤退と戸建住宅事業の大幅

な縮小、並びに株式会社明野住宅の事業再構築を図るとともに、住宅リフォーム事業、特に建物保全型リ

フォーム（屋根、外壁、耐震工事等）と環境対応型リフォーム（太陽光発電システム、オール電化の販売施

工）に経営資源を集中することを骨格とするグループ全体の事業の再構築を完遂したとの認識の下に、事業

活動をより的確に開示するため、最近の受注動向や住宅分野における太陽光発電システム市場の加速度的な

拡大見通し等を踏まえて、事業の種類別セグメントの区分の見直しを行ったものであります。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報を、当第２四半期連結累計期間において用いた事業区分

の方法により区分した場合は、次のとおりであります。
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年９月１日  至  平成21年２月28日)

　

　
エコリフォ
ーム事業
(千円)

グリーンエネ
ルギー事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又
は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,585,3494,405,4491,930,4158,921,215 ― 8,921,215

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,585,3494,405,4491,930,4158,921,215 ― 8,921,215

営業利益又は営業損失（△） 314,38390,398△152,985251,796(315,772)△63,976
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【所在地別セグメント情報】

    前第２四半期連結会計期間（自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日）及び当第２四半期連結会計

期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年９月

１日　至　平成21年２月28日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年２月28

日）

  在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

　　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日）及び当第２四半期連結会計期

間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年９月１

日　至　平成21年２月28日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年２月28

日）

　　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末
(平成21年８月31日)

　 　

　 223.25円
　

　 　

　 185.79円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末
(平成21年８月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,428,417 2,997,209

普通株式に係る純資産額(千円) 1,894,536 1,459,533

差額の主な内訳(千円) 　 　

  新株予約権 4,634 8,062

  少数株主持分 29,246 29,613

  Ａ種優先株式払込金額 1,500,000 1,500,000

普通株式の発行済株式数(千株) 8,486 7,856

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 8,486 7,856

　

２  １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利

　　益

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
  至　平成22年２月28日)

１株当たり四半期純損失 91.71円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、１株当たり四半期純損失であるため、記載してお

りません。
 

１株当たり四半期純利益 59.36円
　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 48.47円

　

　

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は以下の

とおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日
至　平成21年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年２月28日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△720,494 530,754

普通株主に帰属しない金額(千円)
(Ａ種優先株式配当金)

―
44,625
(44,625)

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△720,494 486,129

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,856 8,190

普通株式増加数(千株)
(Ａ種優先株)
(甲種新株予約権)

─
1,838
(1,550)
(288)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

― ―
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第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年12月１日
  至　平成22年２月28日)

１株当たり四半期純損失 35.71円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、１株当たり四半期純損失であるため、記載してお

りません。
 

１株当たり四半期純利益 44.92円
　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 36.92円

　

　

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は以下の

とおりであります。

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年２月28日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△280,576 403,335

普通株主に帰属しない金額(千円)
(Ａ種優先株式配当金)

―
22,185
(22,185)

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△280,576 381,150

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,856 8,486

普通株式増加数(千株)
(Ａ種優先株)
(甲種新株予約権)

─
1,838
(1,550)
(288)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

― ―

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年４月14日

株式会社ウエストホールディングス

取締役会　御中

九段監査法人
　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　宮　　島　　博　　和　　㊞
　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　杉　　山　　一　　雄　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ウエストホールディングスの平成20年９月１日から平成21年８月31日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年９月

１日から平成21年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ウエストホールディングス及び連結

子会社の平成21年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社株式会社サンテックは平成21年３月13日をもって、

株式会社ミッション２１の太陽光発電システムの企画・販売に関する事業を譲受けている。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年２月17日開催の取締役会において、株式会社

サンテックの株式を取得し、100％子会社化することを決議し、平成21年３月13日に株式を取得している。

３．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当第

１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成22年４月14日

株式会社ウエストホールディングス

取締役会　御中

　

九段監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 　宮　　島　　博　　和　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 　杉　　山　　一　　雄　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ウエストホールディングスの平成21年９月１日から平成22年８月31日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年９月

１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ウエストホールディングス及び連結

子会社の平成22年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
追記情報

　　セグメント情報の事業の種類別セグメント情報（注）３に記載されているとおり、会社は第１四半期連結

会計期間よりセグメント情報における事業区分を変更している。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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